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1. はじめに 

本来、図書館（公共図書館）は、市民から

の情報へのアクセスを保証するためのもの

であり、図書館へのアクセスや図書館サービ

スの質に格差があってはならない。しかし、

これまで断続的に行われてきている日本の

公共図書館サービスの格差に関する研究か

ら、格差の存在が示唆されている。 

図書館の格差に関する研究として、上田ら

は公共図書館の格差の有無を明らかにする

ため『日本の図書館』から取得したデータを

基に、公共・私立図書館における 1964 年と

1975 年の 2 年次での対比を行った。その結

果、都道府県間の格差は存在すると指摘して

いる 1)。さらに信田は、前述の上田の調査に

『図書館年鑑』による図書館間格差への考察

を加え、上田の調査時よりもほぼ全ての項目

で格差の拡大が進行しているとした 2)。 

田村は、1989年から 1997年における図書

館サービスの格差について、『日本の図書館』

から得た数値からジニ係数・タイル尺度を用

いて比較、考察をしている。結果として、公

共図書館全体の格差は縮小傾向にある 3)。 

上記の先行研究は都道府県単位での調査

である。田村が指摘するように、地域住民に

とって図書館サービスを比較するのは、実際

に住んでいる地域の周辺の市区町村である。

そのため、都道府県単位で図書館に関する格

差を感じるということは考えづらい。しかし、

各都道府県内における公共図書館の格差に

焦点を当てた研究はまだ行われていない。 

本研究では、都道府県内における図書館数

の格差の有無が図書館へのサービスポイン

ト数の格差につながるとし、ジニ係数を用い

て分析をする。さらに、都道府県内に図書館

数の格差が生じる要因を、質的比較分析で検

討した。 

 

2. 調査方法 

2.1 ジニ係数 

本研究では、各都道府県内の市区町村間に

おける公共図書館の図書館設置数の格差を

明らかにするため、ジニ係数を用いた。 

ジニ係数は、社会の不平等度（所得の格差

等）を測る手法の一つであり、国連の調査や

厚生労働省の調査などでも用いられている。

田村の研究でもジニ係数を用いる。 

 ジニ係数は 0~1の範囲で値をとり、0に近

ければ不平等のない社会を、1 に近ければ不

平等のある社会を示す。一般的には、ジニ係

数が 0.4を超えると、社会に混乱をきたし始

めるとされている。 

2.2 質的比較分析 

都道府県間での図書館数の格差をもたら

す要因について検討するため、質的比較分析

（Qualitative Comparative Analysis，以下

QCA）を用いた。QCAは、社会学者の Ragin

が提唱した分析で、統計的な手法を用いるこ

とが難しい少数事例のデータに対して、ブー

ル代数を用いて、因果関係を導き出すことが

できる。一般的に研究者の解釈に依存しがち

で体系的な分析が難しい「小規模 Nや中規模

Nの研究デザインにおいて、1つの事例内の

複雑性を適切に扱うのと同時に、体系的な事

例間の比較を可能にする」4)方法である。 

QCA の具体的な手順は次のようになる。

1) 条件（各種の属性）と目標となる変数を設

定する、2）観察された事例を条件毎に集計し、

真理表を作成する、3）ブール代数に基づいて、

複雑な条件の組み合わせを単純化（ブール最



小化）し、最小式を導出する。最小式が得ら

れることにより、事例が生じる要因について

より焦点化された検討をすることができる。 

図書館に関する研究では Ignatow が発展

途上国における図書館設置に csQCA（クリス

プ集合 QCA）を適用した事例がある 5)。日本

の図書館情報学研究において、QCA を用い

た文献は見当たらない。 

2.3 条件・データ 

 各市区町村の図書館数のデータは『日本の

図書館 2014 年版』の電子ファイルから各館

のデータを取得し、各市区町村で合計をした。 

『日本の図書館』には、図書館未設置自治

体に関する情報は含まれていない。図書館未

設置自治体に関しては、図書館を設置してい

る市区町村コードと、設置していない市区町

村コードを照合することで判別をし、データ

を追加した。 

要因になりうる条件について、以下の 5つ

を設定した。 

A）人口密度：人口密度が低いことは、市区

町村の公共サービスの提供においてマイナ

スの面が大きい 6)。これは図書館の設置の格

差につながるため条件とした。データは『住

民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯

数』7)から得た人口と『平成 25年全国都道府

県市区町村別面積調』8)から得た都道府県の

面積から算出をした。ブール代数への変換に

は 277.84 よりも数値が大きければ 1 を、小

さければ 0とした。 

B）財政力指数：財政力指数とは地方公共団

体の財政力を示す指数である。財政力が健全

であれば図書館数の拡大にもつながる。デー

タは『平成 25年度都道府県決算カード』9)か

ら得た。ブール代数への変換には過疎団体の

一要件である 0.410)よりも数値が大きければ

1を、小さければ 0とした。 

C）自家用車の所有率：これまでの施設利用

圏は約 3km であったが、中井は車による生

活圏の拡大と、距離的な近さだけが図書館を

利用する要因ではないとしている 11)。データ

は『自家用乗用車の世帯普及台数平成 25 年

度版』12)から得た。ブール代数の変換には 1.5

よりも数値が大きければ 1を、小さければ 0

とした。 

D）政令指定都市の有無：同じ都道府県内で

も、政令指定都市とそうではない自治体では

図書館に割り当てられる予算の額に違いが

生じ、図書館数に格差が生まれると考えられ

る。データは『総務省地方自治制度 指定都

市一覧』13)から得た。ブール代数への変換は

政令市指定都市が存在していれば 1を、存在

していなければ 0とした。 

E）指定管理者制度の比率：指定管理者制度

は開館時間延長等の利用者サービス拡大を

可能にする。そのためサービスに差が生まれ

るとし、条件とした。データは『平成 23 年

度設置者別指定管理者別図書館数』14)から得

た。ブール代数への変換は 0.058よりも数値

が大きければ 1を、小さければ 0とした。 

 以下で上記5つの条件について言及する際

には、それぞれを A~Eとして表記をする。 

 

3. 結果 

3.1 ジニ係数による格差分析 

都道府県内での図書館数の格差分析には

ジニ係数を用い、検証をした。 

ジニ係数算出結果のグループ別都道府県

数を表 1に示した。 

表 1. ジニ係数のグループ別都道府県数

 

ジニ係数 都道府県数

0~0.2 0

0.2~0.4 6

0.4~0.6 32

0.6~0.8 9

0.8~1 0



結果、9 県の中で図書館数の格差が存在し

ていることが分かった。最も格差が大きいの

は福島県で 0.68 であり、最も格差が小さい

のは福井県で 0.36であった。 

3.2 QCA による格差要因分析 

都道府県内での図書館間格差と、都道府県

の特徴との関係について QCA で分析をした。 

格差の判断基準は、ジニ係数が 0.6より大

きい場合に格差あり、0.6 以下を格差なしと

した。本研究では図書館数における格差を目

的変数として設定をした。 

つぎに、2.3 で表した条件を用いた組み合

わせの結果について報告する。 

表 2. QCAの真理表 

 

QCAの実行には、Tosmana 1.5.4.0用いた。

真理表から、6 行で、目的変数において矛盾

が生じていた（「格差」列における「C」）。矛

盾の解決には、各行における結果現象の生起

比率を全体のそれと比較する方法を用いた 4)。

47 都道府県中 9 都道府県で格差が生じてい

たため、全体の生起比率は 19%である。生起

比率が 19%より高い行は格差が生じている

とした。 

17行分で、今回の事例では見られない組み

合わせ（論理残余）が見られたが、本研究で

は論理残余を含めずに式の最小化を行った。 

このデータから得られた式を下記に示す。 

 

abCD + ABDe +BCde + ABCd → O 

 

ここで、2.3 で示した基準を越えている場

合は大文字、満たしていない場合は、小文字

で示した。Oは結果（Outcome）を表してお

り、各項それぞれの条件がそろった場合に事

例が生じることを示している。 

第 1項の abCDは人口密度が低く、財政力

が不健全、世帯当たりの普及台数は多く、政

令指定都市がある都道府県を示す。該当した

のは熊本県、新潟県であった。人口の少なさ

とそれに伴う税収入の少なさが、政令指定都

市との格差を生じさせている可能性がある。 

 第 2項の ABDeは人口密度が高く、財政力

が健全、政令指定都市もあり、指定管理率が

低い都道府県を示す。該当したのは宮城県、

千葉県であった。理想的な図書館の運営をす

ることができているようにも受け取れるが、

政令指定都市があることにより政令指定都

市以外の地域との格差が起こってしまって

いると推測される。 

 第 3項の BCdeは財政力が健全で、世帯当

たりの普及台数も多いが、政令指定都市はな

く、指定管理率が低い都道府県を示す。該当

したのは福島県、長野県、群馬県であった。

図書館数に格差があるような地域の住民は、

休日等を利用して条件の良い図書館へ車で

移動をしていると思われる。 

 第 4項の ABCdは人口密度が高く、財政力

が健全、世帯当たりの普及台数は多いが、政

令指定都市はない都道府県を示す。該当した

のは群馬県、富山県であった。1 つの図書館

の受持ち人数が比較的多いと予想される。 
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4. まとめ 

 ジニ係数の算出により、各都道府県内での

図書館数の格差が存在していることが明ら

かになった。QCA による格差の要因分析で

は、格差が生じる組合せの 4 項目中全てに、

財政力の強弱と政令指定都市の有無が関連

していた。以上のことから、都道府県間での

図書館数の格差が起こる要因は、財政力と政

令指定都市にあり、その中でも財政力は健全

だが政令指定都市がない組み合わせで多く

格差が生まれることが分かった。 

今後の研究課題として、今回とは異なる条

件を用いて分析をすることもできる。また、

3 値以上の多値変数を扱うことができる

mvQCA（多値変数 QCA）や、「あいまいな」

集合を扱うことができる fsQCA（ファジィ集

合 QCA）のような分析手法によって検討す

ることも考えられるだろう。 
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